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1．はじめに
　慶磨義塾大学産業研究所を中心とする未来開拓プロジェクト（代表責任者：吉岡完治慶
磨義塾大学産業研究所教授）における研究の一部として、1990年のアジア諾国環境・エ
ネルギー問題分析用産業連関表（EconomicDevelopmentandEnvironmentNavigation：
EDEN！990）の推計がなされてきた。筆者もその研究員の1人として、過去5年問にわた
りデータの収集、精査、取りまとめ、および結果の分析に参加してきた。
　EDENとはアジア9ヶ国（日本、韓国、中国、マレーシア、シンガポール、タイ、イン
ドネシア、フィリピン、台湾）について、産業連関表の取引表（A表）の他に、エネルギ
ー投人物量表（B表）、エネルギー消費物量表（C表）、エネルギー消費熱量表（D表）1｝、
およびC0パS0。排出表（E表）1〕を統」の分類（内生部門76産業と22エネルギー分類）
で整備した表のことである。この表の作成過程は、まず未来開拓プロジェクトでEDEN
の統計表としての基本骨格（産業分類やエネルギー種分類の確定、どのような表構成にす
るかなど）を定めた上で、各国統計機関に表の第1次推計を依頼した：引。そのようにして
収集されたデータをプロジェクトでは総合的にまとめ、基本的解釈ミスなどのチェック、
各国表を相互比較する過程で発見された非整合性（同一産業部門の投入構成がある国だけ
極端に異なるなどの不自然なデータ等）のチェック、エネルギーの発熱量や炭素・硫黄含
1）エネルギー消費物量表（C表）はB表のうち原料使用分を取り除き燃焼に用いたエネルギー量だけ
を示した表であり、エネルギー消費熱量表（D表）はC表を熱量単位に変換した表である。
2）E表のうちSO。に関して、日本と中国については各部門の脱硫アクティビティを考慮した排出量の
データであるが、それ以外7ヶ国については燃料消費量に硫黄含有率をかけて計算したS0。発生量の
データであ乱日本の過去の経験が示すとおり、経済発展の過程で脱硫アクティビティが経済に浸透
して発生したSO。の回収が進み、SO。発生量と排出量の乖離は大きくなっていく。しかし、部門別の
脱硫率のデータは日本と中国以外には存在しなかったため、上記のような結果になっている。
3）日本に関しては、慶嬢義塾大学産業研究所吉岡完治研究室で1985年表以来作成してきた「環境分
析用産業連関表」1990年版をEDENバージョンに再集計することで作表を行っている。
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有量などの想定に関するチェック等を行った。とりわけ、エネルギーの発熱量や炭素・硫
黄含有量原単位の想定に関しては、IEAやAPECなどのデータとの関連を確認するととも
に、工学者の意見を参考にするなどして、各国のエネルギー事情を正確に反映するデータ
を作成することに力を入れた。
　このようなEDENを用いれば、アジア地域の国々における産業構造や各産業で採用さ
れている生産技術の違い、あるいは各国国民の家計消費行動の違いが、環境問題4〕に与え
る影響を数量的に分析することができる。アジア地域にはいろいろな発展段階にある国々
が並存し、さらにそれらの国々にはいろいろな意味での多様性のあることが特徴である。
そのような中でアジア地域について、経済発展が環境に与える影響はどうなのか、たとえ
ば環境クズネッツ曲線は概念上のモデルにとどまらず実際に観測される事実なのか、各国
の国民性、政治体制等の違いが環境問題に与える影響はどうなのか、あるいは京都議定書
以来国際的に論議されているCDM（Clean　Development　Mechanism）等の制度が実際に
運用された場合その効果はいかなるものか、とりわけCDMの特徴として先進国から後発
国への環境技術移転の進展があげられるがそのような技術移転はどのていど効果的なもの
なのか引、等の問題が各方面で議論されつつある。これらの問題を各国並列的、総合的、
かつ定量的に分析することはデータの制約上困難な場合が多かったが、EDENの推計結果
を応用すればこれらの問題にある程度アプローチすることが可能になるだろう。
　本研究では、EDENの推計結果の大枠をまとめて報告するとともに、とりわけ、各国の
諾産業部門で採用されている生産技術と環境問題との関連に注目して結果の分析を試み
た。一口に生産技術といってもそれをどうとらえるかについては難しい問題があるが、生
産技術を経済データとの関連で効果的にとらえる方法としてレオンティエフが着目したの
は、各産業部門の物的（physical）な投入一産出関係である。レオンティエフが最初に提
案する産業連関表は物的単位（bushelsofwheat，yards　ofcloth，man－yearsof1abor，etc、）
で記述されたものであり、たとえば織物1yardを生産するために必要な小麦は何bushe1s
か、というような指標を織物産業の生産技術を反映する変数（投入係数）として定義し
た。また投入係数をその経済のstructural　parameterと位置づけ、経済体系の基本骨格を
左右する変数として重視している。実際の経済分析ではこのような関係を物量体系でとら
えていくことは不可能であり、価額単位で示されたデータによらざるを得ないが、その場
4）ただしここでいう環境問題とは、エネルギー消費とC0パS0。排出の問題に限られる。
5）たとえば鉄鋼業のようなもっともエネルギー消費的な産業について考えてみると、後にみるよう
に、日本の生産技術は、他のアジア諸国に比べて環境親和的である。従って環境問題のことだけを考
えるならば、アジア中の鉄鋼アクティビティを日本に集中させた方がいいかもしれない。しかし、各
国の経済的損失を無視することはできないし、さらに鉄鋼を輸送するためにもエネルギー消費は必要
であるから生産場所の集中が必ずしもベストの解答とはいえないだろう。その場合各国の生産技術が
どの程度改善されれば望ましい環境改善が地域全体として期待できるか、というような総合的、かつ
定量的なシミュレーション分析が必要である。EDENの情報はそのようなシミュレーションのために
も有用である。
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合でもone－dol1ar（yen）worth右］の概念を提唱することで、物量表としての産業連関表の
考え方を強調している。このような考え方を継承して本研究では、可能な限り物量による
環境指標の国際比較を試み、生産技術と環境問題の関係を考察しようとした。また、アジ
ア地域はその多様性に特徴があるといわれているが、それを具体的にとらえるための一つ
の方法として、家計の消費構造を比較するということが考えられる。家計の消費構造は、
各国の国民性の違いを反映するばかりでなく、気侯風土の違い、生活水準や暮らしぶり、
文化の違いなどを反映するだろう。幸い産業連関表の最終需要ベクトルのうち民間消費を
示す列によって、国民全体の集計された家計簿をとらえることができる。そこで、各国の
家計消費構造の違いと環境問題との関係を環境家計簿分析の考え方を応用して分析した。
以下ではまず、EDEN1990の推計結果の概要を第2節で述べ、次に第3節で生産技術と環
境問題の関係を考察する。その際、とりわけ鉄鋼部門と火力発電部門について着目した。
また第4節では各国の環境家計簿比較を試みる。
2．EDENの概要
　EDEN1990によれば1990年のアジア9ヶ国によるいろいろなエネルギーの消費総量はお
よそ14Eca17j、それによるCO。排出は約42億トン、S0。排出は2600万トン別であった。そ
の国別内訳は図1の通りである。中国はどの項目においても比重の第1位を占め、日本が
それに続く。ただしS0・排出については、日本で脱硫アクティビティの普及率が極めて高
いために、その排出構成比は低くなっている。中国、日本以外でエネルギー消費やCOジ
S0。排出の多い国は韓国、インドネシアである。図2と図3では経済発展と環境問題との
関係を考えるために、1人あたり実質GDPとその実質GDP単位あたりC0パS0。排出量
の大きさをプロットしてみた。するとC0・については大まかに正の相関（すなわち経済発
展するにつれてGDP単位あたりCO・排出量が大きくなる）関係がみられるが、中国が上
方への日本が下方へのはずれ値を示しているようである。一方S0。については、大まかに
負の相関（すなわち経済発展するにつれてGDP単位あたりS0・排出量が小さくなる）関
係がみられ、CO。の場合と対称的である。
　表！－1～1－7ではEDEN1990の結果を、産業構造と環境問題の関わりという視点から分
析している。まず、表1－1によれば各国の産業構造がどの産業に比重をおいているかが把
6）㎝e－dollar（yen）worthとは、1ドル（あるいは1円）で買うことができる財の物量を新たな物量単
位と定義し直せば、価額単位で示された産業連関表を物量表示の表として解釈できるという考え方で
ある。たとえば日本の産業連関表は100万円単位で記述されているが、今100万円で米が5トン買え
たとしよう。その場合5トンをあらたに1ドンというような新物量単位であると定義すると、産業連
関表上の米の価額200百万円という表示は同時に米200ドンの物量を示すと解釈できる。このような
考え方を提案することによりレオンティエフは、物量で経済の構造パラメータをとらえることの重要
性を強調している。
7）1Ecal（エタカロリー）は101邊cal．
8）本論文におけるC0茱及びS0。の排出量は、それぞれCO。とSO。換算値で示されている。
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　　　　　　　　表1－1　国内総生産量（CT）構成比
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10ヨU鴫
日本 韓国 中国 マレーシァ シンガポール タイ インドネシア フイリピン 台湾
1次産業軽工業 2．28％lO．68％ 5．75％17．74％ 20．lO％21．05％ 17，67％リ1．60％ 0．48％7．35％ 8．40％25．78％ 22．91％19．82％ 17．52％25．85％ 4．49％19，44％
重化学工業 ／2．36％ 16．40％ 19，o1％ 9．98％ 16．56％ 8．00％ 9．18％ 10．57％ 16．76％
???????
機械産業 15．44％ 15．21％ ／O，82％　　13，21％25．67％ 9，33％ 3，71％ 2．57％ 15．25％
電気・ガス・水道 2，46％ 1，72％ 1．99％　　2，75％1．28％ 2．18％ ／、22％ 1，80％ 2，55％
輸送 3，95％ 3，78％ 4．31％ 3，51％ 9．38％ 6．16％ 5．60％ 4，75％ 3．95％
　　　サーピス内生部門計 　52－82％6031，05939．40％59187822，73％欄2535 31，28％91，837 39，29％9554940，15％17724937，56路19987036．94％839938．58％363189
（参考〕最終需要規模 3276，760334，27042171670，68 83228126969141，58559059227，757
表1－2 エネルギー消費構成比
日本 韓国 中国 マレーシァ シンガポール タイ インドネシァ フイリピン 台湾
1次産業 2，48路 3．95％ 7．19路 26，94％ O，40％ 呂．66％ 3．1O％ 6，60％ 2．40％
軽工業 4．17％ 8，9工％ 6．78路 1，70％ 9，70％ 38．97％ 11．22％ 5．07％
??」?????
7，77％25，48％
重化学工業 25，75％ 36．81％ 7．96％ 40．12％ 13．24％ 7．64％ 14，19％ 29．68％
機械産業 5．27％ 2．85兜 4．56％ 5．65％ 2，35％ 2．28％ O，35％ 1．18％ O，81％????????．??
36，37％1O．26％ 20，44％19．89％ 32，84％4．21％ 36．52％7，36％ 12．28％27．60％ 30．69％28．03路 17，16％I1．84％ 27．64％30，25％ 36．07％2工．89％
　　　サービス内牛部門比率 15．70路87．07％ 19．64％80．62％ 5．47％91．66％ 8．80％78．09盟 15．54％94．77％ 7，39％91．17％ 20．96％79．67％ 8．93％91．09％ 4．08％95，38％
最終需要比率 12．93％ 19．38％ 8．34％ 21．91％ 5．23％ 呂．83％ 20．33％ 8，91％ 4，62％
エネルギー総消費量（Tcal4，468，37085001267154I925207143055370，249607，139132，877454，526
表1－3CO。排出構成比
日本 韓国 中国 マレーシァ シンガポール タイ インドネシア フイリピン 台湾
1次産業 2，57％ 3，80％ 5，55％ 29．54％ O．36％ 6．55％ 4，94％ 7．51％ 2．40％
内 軽工業 3．05％ 6．30％ 8．80％ 5，75％ 1，03％ 6．51％ 11，53％ 7，63％ 4，51％
生
部 重化学工業 24．59％ 26，78路 36．46％ 8，87％ 41，04％ 12，77％ 1O．08％ 13．50％ 36．36％
門 機械産業 4．05％ 1．99％ 4，21％ 4．64％ 1．20％ 1．83兜 0．45％ O，62％ O．50％
内
比 電気・ガスー水道 42．94％ 24．17％ 35．96鴉 35，77％ 12．29％ 38．24％ 28．38％ 32．19％ 30．79％
率 輸送 10．50路 19．91％ 4．06％ 8，27％ 29，37％ 29，11％ 17．1O％ 32，65％ 22．21％
サービス 1ワ．31％ 17．04％ 4．95％ 7．16％ 14．71％ 4，99％ 27．52％ 5．91％ 3．24％
内生部門比率 89，05％ 80，25％ 92，03％ 78．46％ 95．90％ 93，80％ 82，04％ 94．32％ 96，87％
最終需要比率 1O，95％ 19，75％ 7，97％ 21，54％ 4，1O％ 6，20％ 17．96％ 5．68％ 3，13％
CO。総緋出量（1ぴt＿Cω1，103，062254，4102，337，433 68，584 43，615 103，271121，44635，549 131，477
表1－4SO呈排出構成比
日本 韓国 中国 マレーシァ シンガポール タイ インドネシア フイリピン 台湾
1次産業 6．56路 3．33％ 5．86％ 8．46％ O．36％ 8．19％ O．62％ 8．11％ 1，95％
軽工業重化学工業 7．95％21，20％ 11，52％31，88路 1O．94呪38，09％ 6．36％工4．73％ 1．02％53．呂6％ 1工、31％16．71％ O．41％O，92％ 工1．12％18．58％ 8．98％34．94％
???????
機械産業 3．77％ 2，12％ 4，16％ 15．62％ O．92％ 3．11％ 0，34％ O．17％ O，63％??????????
24．37％23．32％ 17．34％21．96％ 29，53％4．28％ 31，16％9．77％ 9，48％21．40％ 28．14％29．60％ 92．05％2．39％ 47．56％9，38％ 39．60％11，42％
サービス 12．83％ 11．85路 7．13％ 13．89％ 12．96％ 2，94％ 3．27％ 5．08％ 2．49％
内生部門比率最終需要比率 99，66％O，34％ 86，49％13，51％ 90．86％9，14％ 67．51％32，49％ 99．84％0，16％ 96，68％3，32％ 97，60％2．40％ 98．39％1．61％ 99．99％O．0／％
S0空総緋出量（t＿Sω 1，171，723i，461，1269，766，076240，854114，247585，8941，802，365396，357627，697
表1－5　1US＄あたりエネルギー消費
Kcal／U＄ 目本の値1．Oとした時の比率
1次産業
日本700．1 韓国　1．工4 中国　3．57 マレーシァ　　4，67 シンガポール　　　I，71 タイ　2．80 インドネシア　　O．47 フイリピン　　O．77 台湾　o．91
軽工業 251．9 2．O1 11，73 2，67 1．30 2．84 18．89 2．48 1．30
重化学工業機械産業 1343．6220．2
?．???? ?．????? ?????? ???，? ???．? ?．???? ?．???? ?、????
電気・ガス・水道 9523．6 1．45 12．11 2．99 ／、43 2．82 3．56 2．32 1．78
輸送サービス 1674．3191．7
???．? ???．? ???．? ???．? ???．? ???．? ?????? ???．?
産業平均 645．工 1．79 10．81 3．32 2．20 2．95 3，75 2．23 ヱ．85
最終需要 176．3 2，79 7．54 4．43 O，51 1．46 4．94 1．14 O．52
表1－6　1∪S＄あたりCO。排出量
9／USS 臼本の値1．Oとした時の比率
ユ次産業
日本ユ82．9 韓国　1．25 中国　3，6呂 マレーシァ　　5，36 シンガポール　　1．呂ユ タイ　2．33 インドネシア　　O，59 フィリピン　　O．94 台湾　1．03
軽工業重化学工業
?．??，? ???．?
21．8914．43
???．? ???．? ???．? ???．? ???．? ???，?
機械産業 42，8 1．06 22．20 4．81 O．48 2．51 1．40 2．25 O．27
電気・ガス・水道 2838．5 1．71 15．55 2．69 1．48 3．38 4．07 2．51 1．49
輸送サーピス 432，537，9
???．? ?????? ???．? ???，? ???．? ???，? ???．? ???．?
産業平均 162．9 2．12 14．97 3．60 2．69 3，36 3．06 2．45 2，15
最終需要 36．9　　　4．08 11．99 5．67． O．58 1．37 4．18 O．93 O．49
表1－7　1US＄あたりのS02排出量
9／lOOOUSS　日本
韓国 申国
　　　　日本の値／、Oとした時の比率マレーシアシンガポール　タイ　　インドネシア
フィリピン　台湾
1次産業　　　　　　　　　555．8軽工業　　　　　　　　　　144．2
???．? ?．??．?
1，53　　　1，633，62　　　1．14
???．? ???，?
3，87　　　1．3513，85　　　5．84
重化学工業　　　　　　　　332．O 12，50 122．79 7．87　　11，70 20．1O 2．66 24．59　　10．85
機械産業　　　　　　　　　47．2電気・ガス・水道　　　　　1915．1
??????
165．69158．03 44，32　　　0．9110，50　　　4．6322，521．58
?????．?
6，49　　　］．5064．02　　14．03
輸送　　　　　　　　　　　1142．1lO．86 17．70 4，31　　　2．38 13．44 3，29 8，03　　　4，38
サービス　　　　　　　　　47．O 13，65 135．70 16，72　　　8，374，98 16，27 13，58　　　2．37
産業平均　　　　　　　　　193．6最終需要　　　　　　　　1．2
?．?????
105．103493．92 　9，15　　　6．17902，66　　　1．83
?．????? ?．?????
23，98　　　8．9388，06　　　0，／7
握できるが、その状況と表1－2～1－4の状況はかなり異なっていることがわかる。重化学
工業と電気・ガス・水道、輸送部門はどの国においても経済的比重を上回って、エネルギ
ー消費や汚染物質の排出に寄与している。また、マレーシアの1次産業（主に鉱業）、イ
ンドネシアの軽工業は当該国内におけるエネルギー消費比重が目立って大きい。表1－4の
S0。排出構成をみると、表1－2や1－3の場合に比べて、軽工業の比重が高くなることが特
徴的であ乱表1－5～1－7では日本の各産業における生産額1US＄あたりのエネルギー消
費量や汚染物質の排出量（すなわちエネルギー消費係数及びCO呈・S0呈排出係数）と、他
の国々ではその値が日本の何倍であるかをまとめた。その結果、1次産業では日本のエネ
ルギー消費係数及びC0ジS0。排出係数を下まわる国がみられるが、その他の産業におい
てはほとんどすべての場合日本の係数値が9ヶ国中もっとも小さい。とりわけ中国の係数
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値は日本に対する倍率が高い。産業別には輸送やサービス産業で、その他の国々の日本に
対する係数倍率が高めである。
3．各国の生産技術とEDEN
　3－1．鉄鋼部門
　まず、EDENの76産業分類のうち、39銑鉄・粗鋼部門と40鉄鋼製品部門について各国
の生産技術の違いがEDENの結果にどのように現れるかを検討する。表2にみるように、
EDEN対象9ヶ国のうち、高炉を持ち、鉄鉱石からヴァージン鉄を生産している国は、日
本、韓国、中国、台湾の4ヶ国である。これらの国におけるヴァージン鉄の生産能力は粗
鋼生産能力全体の40～60％程度である。その他のASEAN5ヶ国は、電炉で屑鉄を溶かし
て再生鉄のみを生産している。図4は高炉を持つ4ヶ国の銑鉄と粗鋼の生産量の推移を示
している。」見してわかるとおり、日本の銑鉄・粗鋼生産が時系列的に減少傾向であるの
に対し、他の3ヶ国の生産量は一貫して増加している。とりわけ中国の生産量の伸びは著
しく、1999年には銑鉄・粗鋼とも日本の生産量を上回っている。図5は高炉を持たない
ASEAN5か国の電炉鋼生産の推移であるが、これらの国の生産量は高炉を持つ国々に比べ
るとはるかに小さい。ASEAN5の中でもっと大きい粗鋼生産国はインドネシアであるが、
同国は1995年まで大きな生産の伸びを示していたにもかかわらず、通貨危機を経て1999
年にはかなり生産が落ち込んでいる。1999年におけるインドネシアの粗鋼生産水準は、
中国の42分の1である。図6は高炉を持つ国々における連続鋳造技術の普及率の推移を示
表2　粗鋼の製法別生産能力
1994年 1999年
万トン 転炉 電気炉 その他炉 討 転炉 電気炉 その他炉 計
日本 97974951 1474894405254 14695
韓国 2115 1418 353326182248 4866
中国 5890 1954 141892618200 1960221012370
マレーシァ 18 230 248 731 731
シンガポール 565 60 60 60 60
タイ 229 229 708 708
インドネシア 599 599 693 693
7イリピン 89 89 167 167
台湾 764 1329 821 818 1639
構成比 転炉 電気炉 その他炉 計 転炉 電気炉 その他炉 計
日本 66．4％ 33．6％ 100．0％64．2％ 35．8％ 100．O％
59．9％ 40．1％ lOO．O％53．8％ 46．2％ 100，O％
????
63．6％ 21．1％ 15．3％ 100．0％66．3％ 15．8％ 17，9％ 100．0％
マレーシァ 7．3％ 92．7％ lOO．0％ 1OO．O％ 100．0％
シンガポール 42．5％ 100．O％ lOO．O％ 1OO．0％ 100．0％
タイ loo．o％ 1OO．O路 1oo．o％ 100．0％
インドネシア 100，O％ 100．O％ 1OO．O％ 100，O％
フイリピン 1OO．O％ 100．O％ 100．O％ 100．O％
台湾 57．5％ 1⑪0．0％50，1％ 49．9％ 100．O％
注：中国の値は粗鋼生産量
出典　日本、中国については鉄鋼統計要覧、その他の国については経産省資料
6君
図4　高炉を持つ国々の銑鉄と粗鋼生産量
　　　（棒1銑鉄、折れ線：粗鋼）
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出典1鉄鋼統計要覧
図5　高炉を持たない国々の粗鋼生産量
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図6高炉を持つ国々の連続鋳造比率の推移
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している。連続鋳造は溶鉱炉で生産された溶鉄をいったん冷やし固めることなく連続的に
製品に圧延加工するという技術であり、鉄鋼部門の省エネに大きく寄与すると言われる。
図によればその技術の普及は日本・台湾で1980年代前半に進行し、ついで韓国でも普及
が進み、これらの国では1990年代以降、ほぼ100％の普及となっている。それに対して中
国では90年代に入ってから普及率が高くなってはいるものの、99年時点でも約70％程度
の普及にとどまってい乱
　表3では各国における鉄鋼設備の稼働率の指標として、粗鋼の生産能力に対する粗鋼生
産量の比率を比較している。それによれば、韓国、シンガポール、台湾で稼働率が極めて
高いが、その他の国は日本を含めてあまり高い値ではない。とりわけ1999年時点のシン
ガポールを除くASEAN各国の稼働率がきわめて低くなっている。表3の最右欄には、鉄
鋼産業の重要な技術指標である銑鉄一コークス比（銑鉄を1t生産するのに必要なコーク
表3　鉄鋼の技術指標
稼働率（粗鋼生産量／粗鋼生産能力〕
コークスノ銑鉄
1994年 1999年 1990年
転炉 電気炉 計 転炉 電気炉 計 ㎏■t
口本 o，686 O．628O，667 0．693 O．547 O．641 461．3
韓国 1，022 O．856O．955 O．916 O．759 O，843 430．8
巾国 n．a． n．a． n，a、 n．a． n．a． n．a． 606．3
マレーシァ O，OOO O．8900．825 O．309 O，309
シンガポール 1，398 1．398 O．983 O，983
タイ O．638O．63呂 0．216O．216
インドネシア O．538O．538 O．417 O，417
フイリピン O．531 O．531 O，317 O．317
台湾 1．084 O．714O．872 1．089　　0，787O，938 402，3
注1ASEAN5ヵ国は粗鋼生産の全量が電炉鋼だと仮定している。
出典：粗鋼生産量は鉄鋼統計、粗鋼生産能力は経産省資料、コークス消
　　費量はEDEN・B表
図7　目本の高炉銑トンあたり消費量
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スの重量kg）の1990年値が示されている。すると中国の値が他国に比べてきわめて劣っ
ていることがわかる。日本の値も1990年時点ではやや高めであるが、図7に示したとお
り、1999年時点には384㎏／tまで低下している。銑鉄　コークス比が減少したことの理由
は、高炉への微粉炭吹き込み技術が浸透したためであり、図7でもそのことを反映して銑
鉄生産1tあたり微粉炭消費量は年々増加している。さらに、日本鋼管のホームページに
よると「1998年6月、NKK福山製鉄所第3高炉で微粉炭吹き込み（PCI）比266㎏（銑鉄1
トン当たり）の世界記録を達成した」との報告がありこの技術はさらに進化しているもの
と思われる。同ホームページによれば微粉炭吹き込み法について次のように説明されてい
る。
微粉炭は直径O．1mm以下に細かく粉砕された石炭で、高炉内ではコークスと同じように還元
剤として働く。高炉各社はコークス代替としての高PCI化を進めているが、その理由は第1に
コークスの量を減らすことで大規模な設備投資が必要となるコークス炉の寿命をできるだけ延
ばしたいということ。第2には、微粉炭はコークスに適しない低品位の石炭が使えるため、製
造コスト削減に寄与できることである。もっとも、PCI量の増加がそのままコスト低減に緒び
付くというものではない。PCI量が増大するほど高炉内の通気性や安定操業を損なう恐れが出
てくるし、また、配管内詰まりなどの輸送上の間題も発生しやすくなる。高炉はきわめて効率
の高い反応器であって、高PCI化にはその効率を維持、向上しうる新しい技術や設備の導入が
不可欠である。
　産業連関的に言えば、微粉炭吹き込み技術の浸透によってコークス消費量が節約されれ
ば、鉄鋼部門のみならずコークス製造部門におけるCO，排出も減少するので、この技術の
CO。削減効果はかなり大きいと期待できる。
　図8では、1990年代の対象国における鋼材の総需要量の推移について観察している。粗
鋼換算見掛け消費量とは、全鉄鋼製晶（銑鉄・粗鋼から圧延加工製品に至る全加工段階の
製品）について、その国の1年問の生産量十輸入量一輸出量（すなわち総需要量）を粗鋼
の重量に換算した値である。それによると、対象国全体の鉄鋼製晶需要量は1990年から
98年にかけて、約4千万t，17．6％の伸びを示している。しかし総量よりもドラスティッ
クに変化しているのは、その国別内訳である。90年代に鉄鋼製品需要に占める中国の比
重がきわめて増加し、その分日本の比重が減退した。また中国以外では台湾の比重が増加
している」方、ASEAN諾国についてはこの地域随一の鉄鋼生産国インドネシアの不振を
反映して、見掛け消費量が頭打ちとなっている。ただし表4の右の3つの欄にみるとおり、
ASEAN5でも1990年代前半には粗鋼換算見掛け消費量が大きく伸びており、97年の通貨
危機の影響が99年の状況に大きく影響しているといえそうである。従って今後これらの
国々が通貨危機の影響を脱して行くにつれて、鉄鋼製品の需要量が再び増加する事もあり
そうである。
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図8－1　粗鋼換算見掛け消費量11990）
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図8－2粗鋼換算見掛け消費量（1998〕
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図9－1鉄鋼製品の輸入重量構成比11990）
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図9－2鉄鋼製品の輸入重量構成比（1995〕
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表4　各国の鉄鋼の自給度
白給率粗鋼生産量粗鋼〕 粗鋼換算見かけ消費豆年平均のび率
1990年 1995年 1998年
1990…1998年 1990～1995年 ／995～／998年
日本 l11．4％ 120．5％ 131．4％ 一4．1％ 一3．2％ 一5，7％
韓国 l07，7％ 98．6％ 153．3％ 2．4％ 11．O％ 一12．O％
中国 95．29％ 95，1％ 92，6％ 7．4％ 7．6％ 7，O％
マレーシア 39，5％ 29．5％ 57．2％ 2．2％ 21．8％ 一30，5％
シンガポール 14．2％ 15．4％ 10，4％ 4．2％ 7．4％ 一1．2％
タイ 12，7％ 17．9％ 48．4％ 一4．5％ 16．O％ 一38．6％
インドネシア 61．7％ 57．O％ 101．8％ 一7．1％ 8．7路 一33，5％
フイリピン 25．9％ 19，7％ 29．2％ 3．4％ 14，1％ ＿14．6％
台湾 63．5％ 48．2％ 69．7％ 5．7％ 9．O％ O，2％
平均 95．2％ 89，7％ 103，O％ 2．O％ 4．7％ 一2．5％
注：粗鋼換算見かけ消費量＝生産十輸入一輸出＝（国内総需要量）
出典1鉄鋼統計要覧
　次に対象国における鉄鋼製品の貿易状況についてみてみよう。まず表4の左の3つの欄
では、各国における粗鋼自給率の指標として、粗鋼換算見掛け消費量に対する粗鋼生産量
の割合を計算してみた。すると日本・韓国・中国は自給率がほぼ1OO％に近いか、それを
超える水準である一方、台湾を含めそれ以外の国々の粗鋼自給率は低い。時系列的にその
推移をみてみると、中国ではわずかながら白給率が低下の傾向であり、またASEAN5及
び台湾では1995年にいったん白給率が下がったあと99年に少し持ち直している。大まか
にアジアの欽鋼貿易の状況をまとめれば、日本と韓国が鉄鋼輸出国、それ以外の国は輸入
国で、また、最近中国の鉄鋼輸入国としての立場が明らかになりつつあるといえそうであ
る。表5では日本の鉄鋼製品輸出の仕向先別構成比が示されている。それによると鉄鋼の
輸出そのものは1990年代を通じて年率7．5％の高い増加率を示している。そのほとんど
は、韓国、中国、台湾、タイ向けの輸出である。そのうち韓国向け輸出は年々増加してい
る一方、中国向け輸出は90年代後半を中心に減少傾向であることが注目される。一方、
表6は各国の鉄鋼製品の輸入実績をまとめている。するとどの国でも1990年から95年に
表5　目本の鉄鋼仕向先別輸出（鉄鋼合言十）
構成比 年平均成長率
1990年1995年1999年
1990…1999年1990…1995年1995～1999年
韓国 17，4％ 21，5％ 29．9％ 13．5％ 13，5％ 13．5％
中国 19．2％ 26，4％ 16．5％ 5，8路 15，7％ 一6．5％
マレーシァ 8、呂％ 9，3％ 9．O％ 7．7％ 10．4％ 4．3％
シンガポール 9．O％ 7．6％ 5，O％ 1，o％ 6，O％ 一5．3％
タイ 18．5％ 8，6％ 14．2％ 4．6％ 一5．9％ 17．8％
インドネシア 7．4％ 6．5％ 5．2％ 3．5％ 6．6％ 一〇．5％
フイリピン 2，7％ 2．4％ 3．o％ 8，3％ 6，9％ 10．2％
台湾 17．O％ 17，7％ 17．2％ 7，6％ lO．2％ 4．4％
総重（1ooot）914514577179327．5％ 9．3％ 5．2％
出典1鉄鋼統計要覧
表6　鉄鋼輸入実績
輸人重量（lOOOt〕 平均輸入単価 銑鉄一熱延鋼材が占める割合
1990年1995年申び率 1990年1995年1990年1995年
日本 4640．94492．／ 19．9％ O．443 O．58373．8％ 48．2％
韓国 2386．64241．4 21．5％ O，752 O．75963，9％ 68，2％
中国 2033．4 568822，7％ O，664 O．62932．1％ 37．3％
マレーシァ 1321．12629，7 21．9％ O，583 O．67139，5％ 40，5％
シンカポール 13421967．8 21．1％ O，742 O，8／2 38，8％ 45．5％
タイ 2494．33996．6 21．2％ 0．593 0．69247，2％ 44．2％
インドネシア 工3531757．9 20．7％ O，582 O．77658，1％ 51，2％
フイりピン 437，3 767．921．9％ O．660 O，73446，O％ 34．8％
台湾 2050．13892．7 21．7％ O，773 O．79242．5％ 51．6％
合計 18058．729434、一21．O％ O，615 O．698
出典1鉄鋼統計要覧
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かけて鉄鋼輸入量が20％程度のびていることがわかる。輸入される鋼材の平均単価は名
目で、1990年に鋼材1tあたりO．615US＄であったが、95年にはO．698US＄と若干上昇傾向
である。図10では表6をより詳しくみており、各国の輸入している鉄鋼製品の品種別構成
比を示している。図中の品種のうち、銑鉄・粗鋼は鉄鋼製品の中でも特に加工度の低い素
材であり、また軌条～線材、熱延製品は加工の加えられた鉄鋼製品とはいえ、その加工度
はあまり高くないと位置づけてよいだろう。そこで、今、銑鉄～熱延製品までを加工度の
低い鉄鋼製品、冷延～その他2次製晶を加工度の高い鉄鋼製品とおおざっぱに位置づけて
結果をみてみると、まず日本では1990年から95年にかけて加工度の高い鉄鋼製品の輸入
量が25％ポイントも増加していることが目に付く（表6の一番右の2つの欄参照）。その
一方、台湾、韓国、中国、シンガポールなどではより加工度の低い製品に輸入の比重を移
しており、これらの国々ではなるべく自国内の生産設備を利用して製品の付加価値を高め
ていこうとする傾向のあることが読みとれる。しかしフィリピン、インドネシアではそれ
とは逆に、加工度の高い方の鉄鋼製品の輸入が増加している。どんな国のどんな産業でも
図10－1鉄鋼品種別輸入構成比（1990）
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図10－2　鉄鋼品種別輸入構成比（1995）
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経済発展がすすみ自国の生産技術が高まって行くにつれて、なるべく白国内の生産設備を
利用し白国内で付加価値を生み出していこうとする傾向があることは一般的であるが、多
くのアジア諸国の鉄鋼産業でも同様の動きのあることが伺える。また先に粗鋼生産設備の
稼働率指標で遊休設備のみられることを確認したが、多くのアジア各国では粗鋼に限らず
鉄鋼製品一般の生産設備に遊休状態が多くみられることが報告されている。その一方で、
鋼材需要の多くを輸入に依存している状況もある。したがってこれらの矛盾した状態を解
消するためにも今後アジア諾国では、鉄鋼製品をなるべく加工段階の低い段階で輸入し加
工製品の国産化を進めていこうとしたり、あるいは鉄鋼製品全体の輸入代替を進めていこ
うとする傾向が予想されよう。
　図11と12はEDEN1990の簡単な分析結果を図示している。EDEN76部門分類のうち、
鉄鋼に関係するのは39銑鉄・粗鋼部門、および銑鉄・粗鋼を加工して作られる40鉄鋼製
品部門の2部門である。図に示したのはEDENによって計算される3つの係数値であ乱
まず、折れ線グラフで示したC0．／CTという係数は銑鉄・粗鋼または鉄鋼製品を各国で
図11　EDEN分析結果　39銑鉄粗鋼部門
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図12　EDEN分析結果一40鉄鋼製品部門
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1US＄生産するときに、銑鉄・粗鋼または鉄鋼製品部門において発生する直接のC0・排出
量（以下直接CO。排出係数と呼ぶ）を示している。また棒グラフで示したのは各国のレオ
ンティエフ逆行列を用いて計算した結果であり、銑鉄・粗鋼または鉄鋼製品を各国で1US
＄生産するときに、その国のすべての産業で直接間接に誘発されるC0。排出量（以下誘発
C0呈排出係数と呼ぶ）を示している。誘発CO。排出係数には、39銑鉄・粗鋼部門の場合、
高炉鉄に必要なコークスを生産するために排出されるCO。や、電炉鋼に必要な電気を発電
するために排出されるC0。なども含まれている。また40鉄鋼製品部門の場合、コークス
製造や発電のために排出されるC0。と同様に、銑鉄・粗鋼を生産するために排出される
C0・も含まれることになる。なお、レオンティエフ逆行列係数には技術的逆行列係数（（I
－A）型）と輸入を考慮した逆行列係数（（I一（I－M）A）型）の2種類があるが、図の棒グ
ラフではそれらを両方示している削。各部門の輸入原材料生産に伴うC0。排出量が計算か
ら除外されるために、（I一（I－M）A）型逆行列係数は（I－A）型逆行列係数より常に小さい
が、もしも各国各部門で原材料の輸入代替ないし国産化がすすめば、（I一（I－M）A）型逆
行列係数の値は（卜A）型逆行列係数に近づくであろう。図11と12をみてまず気づくこ
とはどちらのどの係数についても中国の値が突出して大きい、ということである。ただし
これには中国の鉄鋼1US＄分とその他の国々の鉄鋼1US＄分が物量的に同じと見なせるか
どうか、という留保されるべき問題がある。また1US＄という金額で比べた場合、銑鉄・
粗鋼部門の係数が鉄鋼製品部門の係数値より高くなる。一般にヴァージン鉄（転炉鋼）の
生産より再生鉄（電炉鋼）の生産の方がエネルギー負荷が小さい（従ってC0呈排出も少な
い）といわれるが、高炉を持たない国々（従って再生鉄しか生産していない国々）の係数
値も高炉を持つ国々の係数値と同じくらい高い場合がある。また高炉を持つ国々の中では
中国の係数値が突出して高く、日本の値がもっとも小さい。ASEAN5を中心に2種類の逆
行列係数の差が大きくなっているが、これは銑鉄・粗鋼や鉄鋼製品生産のために必要な
様々な資材の調達を、海外に大きく依存しているということをしめす。今後これらの国々
の様々な部門で輸入代替が進行していけば、両逆行列係数の差分だけ、各国のC0。排出が
増加していく可能性が考えられる。
3－2．火カ発電部門
この節ではEDEN分類52火力発電部門について注目する。表7では対象各国における
9〕輸入を考慮したレオンティエフ逆行列係数とは、たとえば鉄鋼製品の誘発CO。排出量を考えると
き、鉄鋼製品の材料となる粗鋼の一一部が輸入されている場合にその輸入分の粗鋼生産時のC0。排出は
計算に入れない、というものである。それに対して技術的レオンティエフ逆行列係数は、海外の粗鋼
生産時に発生するC0。も含めて誘発CO。排出量を考えようとするものである。地球環境間題を議論す
る上では・どこで発生しようともC0・はC0・であるから技術的レオンティエフ逆行列係数を使用する
ことが望ましいであろう。しかし通常の議論では一国の領土内で発生したC0，が取り上げられる場合
が多いので、そのようなときには輸入を考慮したレオンティエフ逆行列係数を用いるのがよいと考え
られる。
ア6
総発電量と電源構成の推移を示している。どの国でも総発電量にしめる火力発電の比率は
高いが、その傾向は90年から95年にかけて強まっている。その結果、総発電量はこの5
年問に9地域平均年6．7％のスピードで増加したが、火力発電はそれを上回る地域平均
7．2％のスピードで増加している。火力発電比率の特に高い国は、シンガポール、タイ、
マレーシア、インドネシア、中国などである。韓国・台湾は原子力比率が比較的高い。図
13はEDEN物量表による各国の火力発電部門のエネルギー消費構成である。それによれ
ば中国は石炭に、マレーシア、シンガポール、フィリピンは石油に特に大きく依存してい
る。C0・負荷が小さいとして注目されている天然ガスを比較的多く使っている国は日本、
韓国、タイ、インドネシアである。表8では、EDEN1990の結果を用いて対象9ヶ国の火
力発電部門の環境負荷を比較している。1US＄あたり原単位（1US＄分の火力発電をする
ためのエネルギー消費量、COパSO・排出量）をみるとどの項目でも中国の値が大きい
が、これは計算された電力単価m］が中国で非常に小さいことと関係する。単位発電量あ
たり原単位（100kwhの火力発電をするためのエネルギー消費量、COパSO。排出量）の
比較では、どの項目でも日本の値は他国に比べて低いll〕。単位発電量あたりC0。排出原単
位はどちらかといえば、石炭を多く使っている国で高くなる傾向がある。一方、S0。の排
出原単位は、一番少ない日本と一番多いインドネシアとでは100倍以上違っており格差が
大きい。またその格差を使っているエネルギーの種類だけでは説明しにくく、同じエネル
ギー種でも各国の硫黄含有率には大きな差のあることがうかがえる。
　図14はEDEN1990の分析結果として、火力発電部門の直接C0・排出係数および誘発
CO。排出係数を示している。ここで、火力発電部門の特徴として直接C0。排出係数および
2種類の誘発C0。排出係数の差が比較的小さい。これは発電に必要な原材料が限られてい
ることによる。ここでも中国の係数値は他国に比べて突出して大きく、またタイ、台湾、
インドネシア、韓国など石炭依存度が高めである国々の係数値が相対的に大きくなってい
る。
　3－3．その他の部門
　国連のStatistica1Year　Bookによれば、いくつかの財品目について国連加盟国における
年間の生産量を物量で知ることができる。そのようなデータのうちEDENの部門分類と
対応がつき、EDEN1990の各国各部門の総生産額値に対する物量データと見なせるものを
まとめると表9の上段のようになった。ただし国連データには台湾に関するものはなく、
10）EDEN1990における各国の火力発電部門の総生産額（生産者価格表示〕を表7で用いたAPECデー
　タにおける各国の火力発電量（kwh）で割った値。
11）シンガポールのエネルギー消費とC0・の単位発電量あたり原単位は非常に小さな数字であるが、こ
　れがこのように小さくなることの理由を特に見いだすことはできなかった。今後データの再確認をふ
　くめて、理由を検討していきたいと考えている。
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表7　アジア各国の電源構成
1990年
総発電量 構成比
100万kwh火力 水力 原子力 地熱 その他
日本 83364563．6％ 11．1％ 23．3％ O．2％ 工．8瑞
韓国 10774044．9％ 5．9盟 49．1％ 0，1％
中国 62118079．6％ 20．4％
マレーシア 23011 82．7％ 17．3％
シンガポール 15615 98．6％ 1．4％
タイ 43767 88．7％ 11．3％ O．0％
インドネシア 40070 70．1％ 27．1％ 2．8％
フイリピン 25896 55．5％ 23．4％ 21．1％
台湾 86991 51．O％ 9．4％ 37．8％ 1．8％
計または平均 179791568．6％ 14．4％ 15．6％ o．9％
1995年
総発電量 構成比
年平均伸び率1990～／995年
100万㎞甘h火力 水力 原子力 地熱 その他 総発電量 火力
日本 96311459．4％ 8，7％ 29．8％ O．3％ 1．8％ 2．89％ 1，52％
韓国 18466160．7％ 3．O％ 36．3％ 1O，78％ 16，80％
中国 100807779．8％ 18．9％ 工、3％ 9．68％ 9．74％
マレーシア 45454 86．3％ 13，7％ 13．61％ 14．48％
シンカポール 222411OO．O％ 7．07％ 7．36％
タイ 80060 91．6％ 8．4％ 0，0％ 12．08％ 12．72％
インドネシア 59261 82，4％ 13．8％ 3．7％ 7．83％ 11．08％
フイリピン 33208 62，9％ 18．7％ 18．5％ 4．97％ 7．47％
台湾 12290561．9％ 7，2％ 28．7％ 2．2％ 6．91％ 10．76％
計または平均 251898170．2％ 1リ、6％ 16．O％ O．8％ 6．74％ 7，22％
出典：APECホームページ
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　図13　52火カ発電産業のエネルギー消費構成
　　個名併記の数値はエネルギー消費縞■Pcal〕
13．4％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　86．6％
　　　　　　　　　　　　73．6％
　　　　　　　　　　　　88．6％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8．O％
　　　35．6％　　　　　　　　　　　　　　37，5％
出典：
　　20％　　　　　　　40％　　　　　　　60％　　　　　　　80％
　　口石炭系翻石油系口天然ガスロその他
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表8　アジア諸国の火カ発電産業
1あたり原単位 単位発電夏あたり原単位
電力単価 エネルギー消費 C0茗 S0臣
エネルギー消費
C0呈 S0！
　USS／1OOkwh1000Kcal／U鵠
㎏ノUSS 9／USS
　Mca1／1OOkwh　kg／100㎞h
9／100㎞h
日本 10．4 18．30 5．46 3．6 191．1 57．1 37．6
7．4 33．92 12．65 54，5 249，6 93．1 400．7
????
1．8 195，04 75．33 489．3 342．0 132．1 858．1
マレーシァ 9．9 35．95 9．56 23．3 354．3 94，3 229．8
シンガポール 6，5 16，00 4．95 10．3 104．5 32．3 67，1
タイ 6．4 36．92 13，79 58．6 237．1 88．6 376．3
インドネシア 6．8 37．47 13．17 698，3 254．O 89，2 4733．O
ワイリピン 9．3 21．84 7．05 122．7 202．3 65，3 ／136，1
台湾 8．7 33．49 9．99 63．7 292．8 87．4 557．4
出典1発電量は表7のデータ、その他の値はEDENデータを用いて計算した。
図14　EDEN分析結果一52火カ発電部門
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台湾に関するデータは台湾の統計当局から提供されたものである。また、いずれのデータ
においても鉄道輸送は旅客（物量単位：人一キロメートル）と貨物（物量単位：トンーキロ
メートル）に関するものが記載されているが、EDEN分類では59鉄道輸送部門1部門にま
とめられている。そこでEDEN59部門の総生産額値に対する輸送物量としては、旅客の
人一キロメートルデータを人間1人60kgと仮定してトンーキロメートル単位に換算し、旅客
と貨物の合計トンーキロメートルデータをそれに当てた。
　このようにしていくつかの部門について各国のEDENデータに物量を対応させたのち、
物量単位あたりのC0。排出係数（各財単位物量あたりの生産から発生する直接C0。排出
量）と、各国産財の単価指標（各国各財のEDEN1990における総生産額値を対応する物
量データで割った値’2〕）を国際比較したのが表9の下2つの段である。
　どちらの係数も国問でかなりのばらつきがある。このようなばらつきが生じる要因をい
くつか挙げてみると
12）産業連関表における価格評価は生産者価格（工場出荷価格）で行われているので、ここで計算され
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表9　国連物量データとEDENとの対応
国連データ（1990年〕
14 26 30 36 59
EDENコード肉・肉製品 パルプ・紙・　紙製晶 石鹸・洗剤・化粧 セメント （鉄道旅客）　（鉄道貨物） 鉄道輸送
meatSum
paperandpaperboard
??，??????????
Cement Railway昌1tra血c
P皿ss㎝ger－kilometersNetton－k11ometers　ton・kilometer昌
thousandmetriCtOn昌thou andmetriCtOn冨housandmetriCtOnSthousandme甘iCtOnS
mmion昌 mmion昌 millions
日本 2104 28088 1311 84445 383，735 26656 49680????
　67926149 4．52417328 　5232，581 33．914209，711 29．864261263　13．6631062238　15．45510779工4
マレーシア 234 275 80 1830 1405 1515
シンガポール 77 80 18054 O
タイ 583 877 190 11612 329ユ 3988
インドネシァ 944 1438 502 15，972 9，290 3190 3747
ワイリピン 861　　　　245 1，848 271 7 23
台湾 3．314 18，458 8，323 1877 2，377
注：台湾データは台湾資料　　59鉄道輸送の数値は人間1人の体重を60kgと仮定して、鉄道旅客輸送と鉄道貨物輸送を集計した数値
CO・／物量
14 26 30 36 59
EDENコード肉・肉製晶 パルプ・紙一　紙製品 石鹸・洗剤・化粧 セメント 鉄道輸送
kg／kg ㎏ノkg kg／kg kg／kg
kg／lOOOトンキロ
日本 O．124 1．142 0．742 0，256 O．028
韓国 0．232 0．549 O，443 O．326 O．096
中国 0．126 1．807 2．780 O．574 O．041
マレーシア 0．064 O．583 O．330 2，936
シンガポール O．035 0．481 O．000
タイ O．972 O．955 O．853 O，076
インドネシア O．042 O．216 O．065 O．209 O，047
フイリピン 0．235 1．866 1．186 2，520
台湾 O．734 O．150 0，040
㎝／物量（単価の指標）
14 26 30 36 59
EDENコード肉・肉製晶 パルプ・紙・　紙製品 石鹸・洗剤・化粧 セメント 鉄道輸送
USSノ㎏ USSノ㎏ USSノ㎏ USS／㎏ USS／トンキロ
日本 9．373 2．420 ll，549 O．064 O．818
韓国 7．190 1．479 4．608 O．059 O．091
中国 0．229 O．617 1．798 O．044 O，009
マレーシア 3，513 2，457 4．366 2．129
シンガポール 0．324 6．549 O．O07
タイ 5391 O．994 2．913 O．046
インドネシア 2．008 1．116 O，960 O．037 O．034
フイリピン 3．779 1．998 O．193 O．773
台湾 1．543 O．078 0．201
た単価もそれに対応するものであ肌食肉などについて、通常店頭で我々が意識している販売単価
は、生産者価格に商業・運輸マージンが上乗せされたものである。従って、ここでの計算結果は若
干日常の生活感覚とずれる可能性がある。
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　1、国連データとEDENデータの部門定義の違いなど、対応が必ずしもうまくいってい
　　ない、あるいはどちらかのデータに誤差がある。
　2．たとえ同一部門に格づけられている生産財でも、実際の製品の質が国ごとにかなり
　　ちがっている。
　3．たとえばセメントを輸入して袋詰めするだけのアクティビティと、セメントを石灰
　　石から焼成するアクティビティとを比較している可能性がある。
　4．実際に各部門で採用されている生産技術、省エネ技術が全く異なる。
などの点があるだろう。1．の問題のうち誤差については今後できるだけ吟味して修正を
していくことが必要であるが、2、～4．の問題はその問題自体を前提として係数値を比
較することに十分な意味があると思う。そこで表の結果を簡単にみてみると、各部門の物
量単位あたりのC0。排出係数について値が特に大きい国を挙げてみると、14肉・肉製品
はタイ、26パルプ・紙・紙製品は中国とフィリピン、30石鹸・洗剤・化粧品は中国、36
セメントはフイリピン、59鉄道輸送はマレーシア、フィリピンなどである。逆にこの係
数値の特に小さい国は、14肉・肉製品はシンガポール、インドネシア、マレーシア、26
パルプ・紙・紙製品はインドネシア、30石鹸・洗剤・化粧品はインドネシア、36セメン
トはシンガポール、59鉄道輸送は日本である。こうしてみると、日本の生産技術は他の
国々に比べてかなり省エネ的であるという当初の予想に反して、日本の物量単位あたり
C0。排出係数は必ずしも小さくない。上に挙げた2．ないし3．の問題が結果へ及ぼす影
響はかなり大きいようである。単価指標についても国問のばらつきはかなり大きい。日本
の単価指標は他国に比べて相対的に高い方であるが、26パルプ・紙・紙製品ではシンガ
ポールの、36セメントではフィリピンの、59鉄道輸送ではマレーシアの単価が極めて高
い値となっている。
　図15～19はEDEN1990の分析結果として各部門の直接CO1排出係数および誘発CO1排
出係数を示している。この図は前述のように、各国で各財を1US＄ずつ生産したときに排
出されるCO。の量を比較しているので、上に挙げた11～41の問題に加えて、表9にみた
ような各国財の単価の違いも反映している。どの図にも共通していえることは、中国の
C0。排出係数は極めて高いということである。表9の単価と照らし合わせてみると中国の
値が高いことの理由の一つに、その単価の安さ（従って1US＄で買うことのできる財物量
の多さ）があることは明らかである。セメントについては中国の単価が他国に比べてとり
わけ低いということはないために、図18のセメント部門における中国の係数値格差は他
のケースに比べて小さい。しかし小さいとは言っても日本に比較すると1US＄あたりの排
出係数が4倍近く大きいので、中国の生産技術やエネルギー消費構成がきわめてC0。排出
的であるという結論は維持されるであろう。また中国の場合、直接排出係数（折れ線グラ
フ）と誘発排出係数（棒グラフ）の差が他国に比べて大きいということが特徴として挙げ
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　　　　　　図15　EDEN分析結果一14肉・肉製品部門
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　図16EDEN分析結果一26パルプ・紙・紙製晶部門
　　　　　　　　　　　　旺コ（1－A）
　　　　　　　　　　　　□（1＿（トM）A）型
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　図17　EDEN分析結果一30石饒・洗剤・化粧品部門
　　　　　　　　　　　　翻（I－A）
　　　　　　　　　　　　□（I＿（I＿M）A）型
　　　　　　　　　　　　十C02／CT
　　18　　16　　14　　12　　10㎏／USS8
　　6　　4　　0
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本　　国
　　　　　シ　　　　　イ　　　マ　　　　　　　　　　　　　フ　　　　　ン　　　　　　ン　　　レ　ガ　　　ド　イ　　　1　ポ　　　子　リ　中　　シ　　1　タ　　ン　ピ　台　国アルイアン湾
図18　EDEN分析結果一36セメント部門
　　　　　　　　　Ω（I－A）
　　　　　　　　　　□（I＿（一＿M）A〕型
　　　　　　　　　　十CO1／CT
　　　　　シ　　　　　イ　マ 　　　 　　　　　フ　　　　　ン　　　　　　ン　　　レ　ガ　　　ド　イ　　　1　ポ　　　　不　　リ　中　　シ　　1　タ　シ　ピ　台　国アルイアン湾
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図19EDEN分析結果一59鉄道輸送部門
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られる。これは中国ではすべての部門がきわめてC0、排出的であるために、回り回った効
果を反映する誘発係数が大きくなるのだと考えられる。中国のC0，対策はすべての部門で
急がれなければならないが、その際産業連関的見地から言えば、いろいろな産業で一般的
に中間投入されるような汎用的な財・サービス生産を行っている産業から対策を行うこと
がよい。そうすればいろいろな産業の誘発排出係数（図15～！9の棒グラフの高さ）が押
さえられていくと予想されるからである。その他の国について、図15～19にみられる特
徴をまとめれば日本のほかに、韓国、シンガポール、台湾など比較的経済発展した国の係
数値は小さい。またASEAN5のなかではタイ、フィリピンに係数値の高いケースが目立
つ。
4．環境家計簿分析
　この節では通常の産業連関分析オープン・モデルの手法を応用し、EDEN1990を用いて
行った環境家計簿分析の結果を報告する。計算に用いたモデル式は次の通りである。
　　　　　　　　　　　　　　AC02Fび＝e∫・（I－Aつ■lFD∫
　　　　　　　　　MC02FD」＝e∫・（I一（I－Mつ則■1（I－M∫）Fぴ
ただし
　AC02Fぴ　　　　：J国の国民1人あたり消費が誘発する技術的C0。排出量
　MC02FDJ　　　：J国の国民1人あたり消費が誘発する輸入を考慮したC0。排出量
　e∫　　　　　　　：J国各部門の生産単位あたり直接CO。排出係数を示す（行）ベクトル
　FD∫　　　　　　：J国の国民1人あたり家言十消費（列）ベクトル
　（I一州■1　　　：J国の技術的レオンティエフ逆行列
　（I一（I－M∫）〃）■’：J国の輸入を考慮したレオンティエフ逆行列
　環境家計簿の計算では国民1人あたりが消費したいろいろな財を生産するときに直接・
間接に誘発排出されたC0。排出量を計算している。たとえば家計が衣服を消費したとき、
その衣服の生産工程から排出されるC0。だけではなく、原材料となるポリエステル生産時
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のCO。排出量も計算しようとしている。同様に家計が自動車を走らせるためにガソリンを
消費する場合も、その生産工程全般から直接間接に排出されるC0。が計算されるが、ガソ
リンを消費したときに発生するC0。はそれにとどまらない。ガソリンそれ白体を消費する
時にC0、が発生するからである。このように家計の消費段階でCO、が排出される（以下家
計からの直接CO，排出という）のはその消費財がガソリンのようなエネルギー財である場
合に限られるが、このようなC0・排出は上記の計算に含まれていない。家計によるエネル
ギー消費ないし家計からの直接C0，排出については、EDENのエネルギー物量表のうち家
計消費分を示すデータを用いて別途計算した。
　表10は環境家計簿の計算結果のサマリーである。輸入を考慮した誘発C0。排出量でみ
た場合、国民1人あたり消費からの誘発量がもっとも大きいのは日本で、1人！年間に3．9t
である。これに家計からの直接CO、排出量808kgを加えると、合計4．7tの排出13〕となって
いる。一方、国民1人あたり消費からの誘発量がもっとも少ないのはインドネシアで・1
人1年間に228kgである。これに家計からの直接C0。排出量110kgを加えると、合計
338kgの排出となっている。図20にみるとおり、1人あたり家計消費による直接及び誘発
C0呈排出量の合計順位は日本、シンガポール、韓国、台湾の順になっており、経済発展を
した国々で大きい値になるといえる。家計における1人あたり直接CO。排出量だけに眼っ
てみると、韓国、日本、シンガポール、マレーシアの順に大きい’4j。図21では国民1人あ
たり消費が誘発する技術的CO・排出量と輸入を考慮したC0・排出量を比較しているが・そ
れによるとシンガポールで両係数の格差が特に大きく、技術的誘発量でみた場合、シンガ
ポールの1人あたり排出は日本を上回る。また図22では、国民1人あたり消費が誘発する
C0。排出量を消費金額1US＄あたりで国際比較している。それによると1US＄あたりの
CO。誘発がもっとも少ないのは日本の消費で350～400g程度、反対にもっとも大きいのは
中国で5kg～6kg程度と日本の約14倍の大きさである。その他シンガポール、台湾などの
経済発展した国で1US＄あたりのCO，排出が相対的に小さいが、韓国では意外に同値が大
きくなっている。これは後にみるように、韓国家庭で消費されるエネルギーのうち比較的
大きな割合がC0呈排出原単位の高いその他石炭製品（練炭・豆炭など）に占められている
ことに起因する。表11は各国の環境家計簿における計算結果の上位10晶目（すなわち国
民1人あたりがそれを消費することで誘発するC0。排出量の大きい上位10品目）を挙げて
いる。表中58Commerce（商業）がどの国においても表に登場するが、これには家計が購
入するいろいろな財の中にインプリシットに含まれている商業マージンから誘発される
13）この計算結果を日本の基本分類べ一スの環境分析用産業連関表を用いて計算した結果5．2tと比べる
　と若干小さい。これは、環境分析用産業連関表では考慮されているいくつかのC0。排出物質（たとえ
　ば石灰石〕がEDENのエネルギー分類では除外されていることによ㍍
14）台湾における家計からの直接C0呈排出は大変小さいが、これには後にみるように・台湾の家計消費
　ベクトルにガソリン・軽油などの自動車関係のエネルギーが全く含まれていないことと関係がある。
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表10環境家計簿の計算結果
」apm　　　Korea　　Chim　　Malaysia　Sing刮pore皿ailand　Indonesi田Phmipines　Taiwan
（I－A〕型
1人あたり消費額（USS〕13804，O3197．2 158．O 1321．0 6796．5 922．4 375．5 515．4 4149．3
1人あたり間接CO臣一㎏工人あたり直接CO聖一㎏ 4，538．8　977．7 2，443．31172．2
?????
1，832．5831．6 5，344．6　661．5 1，120，9　93．1
??????
456，532．8 3，055．7　193．7
1人あたり合計CO卜kg 5，516．53615．4 924．1 2664．1 6006．2 1214．O 393，9 4893 3249．3
間接比率合計C0トg／USS 82．3％399．6 67．6％1工30．8 82．5％5848．1 68．8％2，O16．8 89，O％883．7 92．3％1316．2 70．9％1049．1 93．3％949．4 94，O％783．1
（I＿（I＿M）A〕型1人あたり消費額（USS）
13246．43004．O 152．4 1093．7 5308．2 839．7 349，9 479．2 3641．2
1人あたり間接CO卜kg 3924，1 1，947，7 612．8 工107．5 2，564．5 778．8 228．O 32292，048．4
1人あたり直接C0卜㎏1人あたり合計C0呈一㎏ 　808．74732．8 1，O14．82962．4
??????
461．21，568．8 　483．63048．2
?．??．? ?????? ?．??．?
　98．22146．6
問接比率合計COト㎏ノUSS 82．9％357．3 65．7％986．2 79．2％5078，9 70，6％1434．4 84．1％574．2 91．2％10工6．8 67．5％965．8 91，9％733．O 95．4％589．5
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図20 1人あたり家計消費が誘発するCO・排出量
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　　　図22　1US＄あたり家計消費が誘発するCO。排出量
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（1一（1－M）A）型環境家計簿上位10品目（間接排出のみ）
　　　　Korea　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Chim
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C0。排出が含まれていることに注意をする必要がある。表をみて気づくことは、どの国に
おいても上位10品目の中に登場するのは電力部門であり、また道路輸送部門もマレーシ
ア、中国を除く国々で10位以内の品目になっている。その他には飲食店などのサービス
関係の項目も多いことに気づく。サービスの消費は通常はエネルギー消費やC0。排出と結
びつきにくいが、間接的な誘発効果を含めると、どの国でもサービス業はC0・排出に大き
く関わる産業だといえそうである。どちらかといえばその傾向は日本、シンガポール等の
経済発展した国で顕著である。中国では1990年においては財生産部門がC0。誘発排出の
上位に比較的多く登場するが、現在の中国経済の変容を考えれば中国の家計消費活動につ
いても、いずれサービス部門関係の消費からのCO。誘発が大きな割合を占めるようになる
だろう。
　最後に家計の直接エネルギー消費について検討する。表12は家計の直接エネルギー消
費構成を熱量べ一スのデータで国際比較している。まず1人あたり1年問の消費エネルギ
ー熱量は日本の4，677Mcalがもっとも多く、以下、韓国、マレーシア、シンガポールの順
で大きい。中国をのぞけば、暖房が必要な国、またはある程度の生活水準のもとで冷房用
エネルギー需要がみられる国において、1人あたりエネルギー需要が高いといえそうであ
る。日本の場合、エネルギー消費のうちもっとも多いのがガソリンで35．3％、2番目が電
気で20．7％を占め、以下灯油、都市ガスの順で構成比が高い。韓国では石炭製品の、マレ
ーシア、シンガポールではガソリン、軽油などの白動車用エネルギーと電気の消費構成比
が高い。中国では家庭用エネルギーの83％が石炭であるが、1人当たりエネルギー消費は
485Mca1と小さい。ここで、フィリピン、台湾には白動車用のエネルギー消費に見合う項
目（ガソリンまたは軽油）に関するデータがないことに気づく。この事実は不自然である
ので、今後EDENデータの再吟味を継続していかなければならないが、今、ある仮定を
おいて台湾データをこの問題に関して補正してみると表12の一番右端の欄のようになっ
た。ここでは台湾の1人あたりガソリン消費量が、韓国と同じであると仮定して、台湾の
家庭用エネルギー消費構成を見直している。このような試算によれば、台湾の1人あたり
家庭用エネルギー消費量はもとの数値より54％増加し、その中でガソリンのエネルギー
消費構成比が35．2％と、構成比第1位を占めるようになる。次にC0。のタームで家庭用エ
ネルギー消費構成を見たのが表13である。表12と13の違いは、家庭における電気エネル
ギーの消費は直接C0。排出の要因にはならないために、電力に関するデータが表13には
ない。表13によれば中国を除けばどの国においても、家庭による直接CO・排出の大きな
割合が自動車用エネルギー消費に由来していることがわかる。
　以上、EDENを用いて各国の家計によるCO呈負荷について比較してみた。なおデータ上
の問題点は残るが、経済発展するにつれて人々の生活がCO。排出的になること、家計消費
によるCO・誘発の要因としてサービス消費が見逃せないこと、モータリゼーションが与え
アジア地域における産業技術および家計消費構造の違いと環境問題
　　　　表12　家計の直接エネルギー消費熱1構成比
JapmKoreaChimM且1ays1aSi㎎窩poreThailamdnd㎝冊iaPhillipine昌TaiwmTaiwmガソ「jン修正
1Coal 0．03％ 83．00％2，14％ O．01％
2Coke O．02％
3OtherCo目1products49．30％ O．03％
5Natu閉1Gas 3．09％ O．53％ 24．70％16．OO％
6Lj叩e方edN伽閉1Gas O．01％ O．Ol％
7Gasoline 35．28％13，96％O，33％ 22．16％52．87％21．73％12．65％ 35．20％
8JetFue1
9Kerosene 14．72％12．O／％ 1，92％ 1．03％ 7．55％ 1，52％ 10．13％33．12％
lODieselOi1 O．84％ 2．12％ 37．09％O．95％ 9．33％ 12．26％
11FuolOil 1．OO％ 9．55％ 5．39％
12LPG 13．68％3．33％ 2．88％ 3．36％ 7．84％ 10．63％9，56％ 24．78％53．16％34．44％
13Otherpetoroleumfuel 12．63％
14Naphtha1s 3，54％
16TotalElectrici蚊20．74％11．76％7，38％ 11．52％26．08％24．09％7．81％ 42，09％22，13％14．34％
17TownGa昌 14．71％4．33％ 2，86％ 2．14％
18Veg餉ble血els 1．72％ 1．83％ 20．31％36．47％
19ndus吐ialwasteGas 1．39％
20ndu昌t柵orG㎝or』W目昌te 12．39％
21S1舶mmdHotwater害upPlyO．OO％ O．46％ 0．OO％
Mc目1／人 4，677 3，842 485 3，11O 2，763 495 657 193 987 1，523
8ア
注：台湾のガソリン修正値は、台湾での1人あたりガソリン消費量が韓国と同じと仮定して計算した数値。
表13家言十の直接CO。排出構成比
J且pmKor巴且 ChinaM lay彗i丑Si㎎且pore111刮i1mdnd㎝e昌i邊Phiilipi皿E昌Taiwan丁刮iwanがル修正
1Co副1 0．06％ 95．35％3，994％O．01％
2Coke O．05％
3OtherCoalproducts65，16％ O．08％
5Natu閉1Gas O，OO％ o．60％ 29．23％16．28％
6Lique丘edNatumlG乱s 0．O1％ O．01％
7Gaso1ine 47．38％13．14％0．30％ 27．52％73．91％38．04％19，78％ 44．3／％
9Kerose皿e 20．00％11．72％1．78％ 1．18％ 10．06％2．45％ 16．02％60，17％
10DieselOil 1．11％ 2．13％ 41，60％1，34％ 14．74％20．63％
11Fue10il 1．05％ 10．64％ 9．48％
12LPG 16．40％2．86％ 2，57％ 4，62％ 8．72％ 15．22％15．90％39．83％70．75％39．40％
13Otherpetoroleumfuels 9．84％
14Naphtha’s 5．57％
15Oth町PotomloumProduct畠 3．72％
17TownG且昌 15．06％3．32％ 2，54％ O．15％
18Veg餉ble血els O．61％ 3．44％ 29．55％8，63％
19ndu昌trialw副steGas o．oo％
COト㎏人 977．71172．1 161．3 831．6 661．5 93．1 114．5 32．8193．7 347．7
注1台湾のガソリン修正値は、台湾での1人あたりガソリン消費量が韓国と同じと仮定して言十算した数値。
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る影響が大きいこと、などを読みとることができた。
5．おわりに
　EDENデータベースは産業連関表を基本とする経済データであると同時に、多くの工学
的技術情報も内包している。さらに、相互に様々な意味で異なっている9ヶ国のオリジナ
ルデータを統一のフォーマットにまとめることも初めての試みであった。そのため、
EDEN推計は試行錯誤の繰り返しであり、ようやく分析可能な推計結果を得たあともな
お、いろいろなデータ上の問題点がみられることは本文中にコメントしたとおりである。
現在、1990年のデータベース構築の経験を経てEDEN1995も完成途上にあり、EDENに
よってアジア地域の環境問題に関する横断面・時系列の分析が可能となりつつある。中国
を始め、アジアの環境問題は関心を集めることが多い割にはこれまでそれを具体的、実証
的に分析するデータの乏しいことが問題とされてきた。また、IEAなどで各国のエネルギ
ー消費データ等が公表されているが、これらのデータはとりわけ発展途上国に関して各国
の独自性が欠けているとの批判もよく耳にしてきた。そのようななかでEDENの存在意
義は大きいと考えている。
　本研究では、EDENを用いて簡単な分析を行ったにすぎないが、今後ここでの知見をも
とに、より詳しいシミュレーション分析などを行って行きたいと考えている。そのような
研究のメニューとして考慮中なのは次のような内容である。
　1．アジアにおける貿易関係を通じて、ある国の生産活動は直接問接にその他の国の環
　　境にどのような影響を及ぼしているか、といった環境面からみたアジア地域の相互依
　　存関係を明らかにする。
　2．鉄鋼・発電の分野で、日本等の先進国から中国やASEAN諾国に今後技術移転の進
　　んでいくことが予想される。そのような結果として、どれほどの環境影響がもたらさ
　　れるか、などのシミュレーション分析。
　3．各国の家計消費構造には本論にみたように興味深い特徴が見いだされる。今後、経
　　済発展との関係で、家計消費構造がどのように変化していくか、その環境影響はどれ
　　ほどか、といった環境家計簿の応用分析。
　これらの研究を通じて、多様性が特徴とされるアジア地域の環境問題を実証的に明らか
にしていきたいと考えている。
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